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会 社 そ の 他 の 公 告

解 散 公 告

当 社 は 、 令 和 八 年 六 月 三 十 日 開 催 の 株 主 総 会 の

決 議 に よ り 解 散 い た し ま し た の で 、 当 社 に 債 権 を

有 す る 方 は 、 本 公 告 掲 載 の 翌 日 か ら 二 箇 月 以 内 に

お 申 し 出 下 さ い 。

な お 、 右 期 間 内 に お 申 し 出 が な い と き は 清 算 か

ら 除 斥 し ま す 。

令 和 八 年 七 月 三 十 日

青 森 県 八 戸 市 長 者 一 丁 目 七 番 三 八 号

有 限 会 社 坂 本 商 店

清 算 人 坂 本 剛 康

解 散 公 告

当 法 人 は 、 令 和 七 年 十 月 十 三 日 開 催 の 社 員 総 会

の 決 議 に よ り 解 散 い た し ま し た の で 、 当 法 人 に 債

権 を 有 す る 方 は 、 本 公 告 掲 載 の 翌 日 か ら 二 箇 月 以

内 に お 申 し 出 下 さ い 。

な お 、 右 期 間 内 に お 申 し 出 が な い と き は 清 算 か

ら 除 斥 し ま す 。

令 和 八 年 七 月 三 十 日

秋 田 県 北 秋 田 市 阿 仁 幸 屋 渡 字 上 添 根 六 四 番

地 二
特 定 非 営 利 活 動 法 人 秋 田 内 陸 線 沿 線 地 域

エ コ ミ ュ ー ジ ア ム 会 議
清 算 人 大 穂 耕 一 郎

解 散 公 告

当 社 は 、 解 散 い た し ま し た の で 、 当 社 に 債 権 を

有 す る 方 は 、 本 公 告 掲 載 の 翌 日 か ら 二 箇 月 以 内 に

お 申 し 出 下 さ い 。 な お 、 右 期 間 内 に お 申 し 出 が な

い と き は 清 算 か ら 除 斥 し ま す 。

令 和 八 年 七 月 三 十 日

福 島 県 福 島 市 本 内 字 南 街 道 下 三 番 地 の 一

株 式 会 社 ア マ ノ ・ プ ラ ン ニ ン グ

代 表 清 算 人 天 野 修

解 散 公 告

当 社 は 、 解 散 い た し ま し た の で 、 当 社 に 債 権 を

有 す る 方 は 、 本 公 告 掲 載 の 翌 日 か ら 二 箇 月 以 内 に

お 申 し 出 下 さ い 。

な お 、 右 期 間 内 に お 申 し 出 が な い と き は 清 算 か

ら 除 斥 し ま す 。

令 和 八 年 七 月 三 十 日

青 森 県 五 所 川 原 市 字 錦 町 一 番 地 二 〇

株 式 会 社 川 浪 米 穀

代 表 清 算 人 川 浪 眞 裕

下記のように出品預証書亡失の届け出がありましたので、京都国立博物館文化財受託規則第６条第
２項により、事故発生の日以後無効とします。
令和８年７月 30 日 独立行政法人国立文化財機構

京都国立博物館

特定空家等の除却命令の公告

空家等対策の推進に関する特別措置法（平成26
年法律第127号）第２条第２項に規定する特定空
家等であると認められる次の建築物について、そ
の所有者又は管理者（以下「所有者等」という。）
を確知できないため、同法第22条第10項の規定に
より次のとおり公告する。
令和８年７月 30 日 上越市長 小菅 淳一
１ 対象となる特定空家等
 所在地
上越市中郷区藤沢字蟻塚２番地８
（公図上の表示：２番７、２番22）

 建築物の概要
 家屋番号 ２番８の１
種 類 店舗
構 造 木造亜鉛メッキ鋼板葺２階建
延床面積 25629

 家屋番号 ２番８の２
種 類 店舗
構 造 木造亜鉛メッキ鋼板葺２階建
延床面積 24461

２ 所有者等に命じる必要な措置
３の期限までに１の建築物を解体し、及び除
却するとともに、当該建築物の内部の動産につ
いては、これを搬出し、適正に処理すること。
３ 措置期限 令和８年８月26日
期限までに２の措置を行わないときは、市長
又はその命じた者若しくは委任した者（以下「市
長等」という。）が当該措置を行う。当該措置後、
所有者等が確知された場合は、措置に要した費
用を徴収する。
４ 動産等の取扱い
市長等が３の措置を行うときは、建築物の内
部及びその敷地に残置されている動産等を撤去
し、処分する。動産等について権利を主張しよ
うとする者は、３の期限までに搬出し、又はそ
の物を指定して保管し、若しくは引き渡すよう、
次の問合せ先へ通知すること。
５ 問合せ先
上越市都市整備部建築住宅課
電話 0255205786

解 散 公 告

当 社 は 、 令 和 八 年 七 月 三 日 開 催 の 株 主 総 会 の 決

議 に よ り 解 散 い た し ま し た の で 、 当 社 に 債 権 を 有

す る 方 は 、 本 公 告 掲 載 の 翌 日 か ら 二 箇 月 以 内 に お

申 し 出 下 さ い 。

な お 、 右 期 間 内 に お 申 し 出 が な い と き は 清 算 か

ら 除 斥 し ま す 。

令 和 八 年 七 月 三 十 日

札 幌 市 中 央 区 南 十 一 条 西 十 八 丁 目 一 四 四 九

番 地 有 限 会 社 赤 坂 真 デ ザ イ ン 室

清 算 人 吉 川 立 男

解 散 公 告

当 社 は 、 令 和 八 年 六 月 三 十 日 総 社 員 の 同 意 に よ

り 解 散 い た し ま し た の で 、 当 社 に 債 権 を 有 す る 方

は 、 本 公 告 掲 載 の 翌 日 か ら 二 箇 月 以 内 に お 申 し 出

下 さ い 。

な お 、 右 期 間 内 に お 申 し 出 が な い と き は 清 算 か

ら 除 斥 し ま す 。

令 和 八 年 七 月 三 十 日

札 幌 市 厚 別 区 上 野 幌 三 条 五 丁 目 二 番 二 一 号

合 同 会 社 カ ス ケ ー ド

清 算 人 井 下 博 恵
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